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今後の国立高等専門学校の在り方に関する検討会について

平成14年７月30日

高等教育局長決定

１．目的

文部科学省に置かれた「国立大学等の独立行政法人化に関する調査検

討会議」においてなされた「新しい「国立大学法人」像について」の報

告により、速やかに検討を要する課題とされた国立高等専門学校の法人

化等について、有識者による検討を行う。

２．検討事項

（１）国立高等専門学校を法人化する場合の法令面や運用面での対応な

ど具体的な制度の在り方について

（２）その他関連の事項

３．実施方法

（１）別紙の有識者の協力を得て、上記２に掲げる事項について検討を

行う。

（２）必要に応じ、別紙有識者以外にも協力を求める。

４．実施期間

この検討会の実施期間は、平成１４年７月３０日から平成１５年３月

３１日までとする。

５．その他

この検討会に関する庶務は、高等教育局専門教育課において行う。



今後の国立高等専門学校の在り方に関する検討会 委員

（五十音順）

・東 市 郎 函館工業高等専門学校校長

・小野田 武 前三菱化学顧問・日本技術者教育認定機構(JABEE)副会長

・黒 田 壽 二 学校法人金沢工業大学学園長

・西 垣 和 弓削商船高等専門学校校長

・西 永 頌 豊橋技術科学大学長

・根 本 實 佐世保工業高等専門学校校長

・服 部 賢 長岡技術科学大学長

・松 本 和 子 早稲田大学理工学部教授

・松 本 浩 之 東京工業高等専門学校校長

・四ツ柳 隆 夫 宮城工業高等専門学校校長

・米 山 宏 阿南工業高等専門学校校長

・渡 邉 隆 沼津工業高等専門学校校長

計１２名


